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障害者雇用対策の推進（重点施策）
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○目標数 ② 雇用率達成企業割合 ⇒ 19年6月1日現在：５５％程度までアップを目指します。

① 障害者実雇用率 ⇒ 平成19年6月1日現在：１.７％程度までアップを目指します。

③ 障害者就職件数 ⇒ 平成17年度の就職件数の２％程度アップを目指します。

雇用率未達成企業に対する達成指導の厳正な実施（最重点施策）

障害者雇用対策プロジェクト委員会の開催

地域障害者就労支援事業を活用した就労支援の促進 【モデル地域：磐田所管内】

Ⅱ　障害者の雇用（就業）機会の拡大

Ⅲ　雇用と福祉等とのネットワークの形成

障害者就業・生活支援センター事業の活用【設置数：16年度2ｾﾝﾀｰ、17年度3ｾﾝﾀｰ、18年度4ｾﾝﾀｰ】

平成１８年度静岡労働局労働行政運営方針（ダイジェスト版）

障害者の雇用率と達成割合（静岡県・全国）

Ⅰ　法定雇用率達成指導の徹底

近年、障害の重度・重複化や高齢化に加え、企業の合理化の進展等によって職域が狭ま

り、有効求職者（ハローワークで仕事を探している方）は増加傾向を続けるなど、厳しい状

況となっています。

「障害者の雇用の促進等に関する法律」に基づき、民間の事業主に対してその雇用する労

働者数の１.８％に相当する数の障害者を雇用することが義務となっていますが、平成１７

年６月１日現在の「障害者雇用状況報告」によると、静岡労働局管内の実雇用率は１.５

２％で、全国平均の１.４９％は上回っているものの、法定雇用率には達していません。

このため、障害者雇用対策の見直・検討を行い、障害者の職域拡大と雇用の確保、さらに

職場定着のための施策を充実・強化するとともに、雇用と福祉との積極的な連携を図ってい

くことが求められています。

Ⅳ　精神障害者の雇用対策の強化

医療機関等と連携した精神障害者ジョブガイダンス事業の実施

精神障害者総合雇用支援の活用

事業主の精神障害者雇用についての理解と啓発を進めるためのセミナー等の開催(再掲)

特例子会社による新たな職域開発の推進（最重点施策）

障害者個々の態様に応じた各種支援制度の効果的活用による雇用の拡大(最重点施策)

事業主の障害者雇用についての理解と啓発を進めるためのセミナー等の開催

障害者雇用促進協会による側面的支援の活用

在宅就業障害者に対する支援

【連携施設数：11年度～15年度４施設、16年度７施設、17年度８施設、18年度10施設】
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は特例子会社（８社）

障害者就労支援体制マップ

静岡労働局

は網掛けの地域が活動エリア（職業センターは全県）

は当該障害保健福祉圏域が主な活動エリア

はハローワーク（出張所・分室は     ）

は養護学校（知的：高等部：１０校）

は福祉施設型ジョブコーチ（５施設）

は静岡県委託型ジョブコーチ（７拠点）

は県立障害者職業訓練校（１校）県立技術専門校（３校）

職業準備訓練機関

職 業 訓 練 機 関

障害者就業・生活支援センター
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東伊豆町
河津町西伊豆町
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南伊豆町
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富士圏域

中東遠圏域

志太榛原圏域
駿東田方圏域

北遠圏域

障害者就業・生活支援センター
だんだん（平成１６年４月～）

西遠圏域

けやきワークセンター
（平成１０年４月～）

障害者就業・生活支援ミニセンター
ぱれっと（平成１７年６月～）

あしたか職業訓練校

あしたかワークセンター
（平成１１年１０月～）

清水技術専門校（テクノカレッジ）
（販売実務コース：16年10月～）

富士障害者就業・生活支援センター
チャレンジ（平成１８年４月～）

※ミニセンター（平成１７年５月～）

西部地域障害者雇用支援センター
（平成１３年１２月～）

浜松市

静岡障害者職業センター

熱海伊東圏域

中東遠ワークセンター ワークラック
（平成１７年４月～）

静庵圏域
浜松市

静岡中東遠障害者就業・生活支援センター
ラック（平成１４年１０月～）

障害者就業・生活支援センター
ひまわり（平成１７年４月～）

障害保健福祉圏域（９圏域）

伊豆圏域




